
【概要】 

2018 年７月６日、労働８法が一括改正され、働き方改革を推進するために雇

用対策法が「労働政策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律」へと改正されました。 

 

第４条（国の施策）に、法律の目的達成のために国が行う施策として 14事項

が示されています。そのうち第９項に治療と仕事の両立支援に関わる事項が追

加、明記されています。 

 

（国の施策） 

第４条 

九 疾病、負傷その他の理由により治療を受ける者の職業の安定を図るため、

雇用の継続、離職を余儀なくされる労働者の円滑な再就職の促進その他の治

療の状況に応じた就業を促進するために必要な施策を充実すること。 

 

 

（参考）以下の条文も追加されていますのでご留意ください。 

（事業主の責務） 

第６条 事業主は、その雇用する労働者の労働時間の短縮その他の労働条件の

改善その他の労働者が生活との調和を保ちつつその意欲及び能力に応じ

て就業することができる環境の整備に努めなければならない。  



 

厚生労働省ＨＰ 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30年法律第 71号）の概要より 



 



 

 



 



 


